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研究成果の概要（和文）：まず将来の経営対策を検討するため，全国の下水処理事業の経営指標を用いて経営状
態の類型化を行った．これにより同じ類型に分類された事業については経営状態が類似するものと考えられるた
め相互に政策参照先を検討する際に活用されるものと期待される．
下水道処理区域毎に2010年，および2040年の処理区域内人口を算出し，その将来的な持続可能性を検討した．そ
の結果，広域化することによって処理区人口を拡大することで，将来的に人口規模をある程度保持できる可能性
を示唆するものと考えらえる．

研究成果の概要（英文）：First, in order to study future management measures, the management status 
was categorized using the management indicators of the sewage treatment business in Japan. As a 
result, businesses are classified into four types. Businessws that are classified into the same type
 are considered to have similar business conditions, and are expected to be utilized when mutually 
considering policy references.
Second, we calculated the population within the treatment area in 2010 and 2040 for each sewage 
treatment area, and examined its future sustainability. As a result, by expanding the treatment area
 population by widening the area, it may be possible to maintain the population size to some extent 
in the future.

研究分野： 地理学、環境学、空間情報科学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
汚水処理事業に関する情報については、管理する地方公共団体および組合の情報公開の方針によって公開の程度
が多様である。そのため、持続的な水環境管理シナリオを検討するために不可欠なデータ（例えば、下水処理場
の処理区域）については、対象となる日本全国の自治体のホームページを確認し、公開されている資料をもとに
GIS（地理情報システム）で分析可能なデータとして構築した。これにより、これまでは管理主体内で比較・検
討されてきた汚水処理事業を行政区域という制限なしに、分析・可視可することが可能となった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
我が国では水質汚濁の改善のため，水質汚濁防止法等の法整備とともに，下水処理施設や浄化

槽などの整備・普及を進めてきた．これらの排水処理設備の多くは高度経済成長期に整備され，
現在では多くの設備で更新や再整備等が検討されている．しかし，設備の整備当初は人口増加・
経済成長という拡大路線であったが，現在は人口減少・経済低成長へと転換し，将来的な維持費
の確保やインフラ設備の規模の見直し等が重要な課題として挙がっている． 
上記の課題について，水環境管理に係る国道交通省・農林水産省・環境省が平成 24 年度に発

表した合同文書「持続的な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想策定マニュアル」による
と，都道府県単位で効率的な排水処理施設の維持管理にむけた計画作りが進められており，排水
処理施設の規模・種類によって建設費・維持管理費の基準式を定義し，全国的に汚濁負荷の削減
に要する経費を比較できるようにしている．同マニュアルによると，たとえば富山県や岐阜県の
構想では，将来人口にあわせて浄化槽やコミュニティプラントなど小規模な排水処理施設の整
備・活用とともに,既存の排水処理施設の統廃合案を検討している．このように今後も効果的な
排水処理施設の運用を続けていくためには，小規模な排水処理施設への切替が必要と考えられ
る．小規模な排水処理施設の配置計画を立てる上では，小地域単位の将来人口予測に基づいた検
討が必要となる． 
 
２．研究の目的 
市町村よりも精細な空間スケールの将来人口推計に基づいた効率的な水環境管理シナリオを

提案することを目的とする．将来の人口分布は水質汚濁の汚染源といえ，その分布状況に対応した
生活排水処理インフラの配備が必要となる．日本では 2007 年以降人口減少傾向に転じたとされて
いるが，その変化の程度は地域格差が大きく，地域ごとに詳細にその動向を把握する必要がある．
そのため人口分布から将来の家庭からの汚濁負荷発生量と既存の排水処理施設の維持管理に必要な
費用を積算し，既存の排水処理施設を将来にわたって維持できるかを評価し，持続可能な水環境管
理シナリオを提案する． 
 
３．研究の方法 
まず下水処理事業の現況を把握するため現時点における全国の汚水処理事業に関する資料・

情報の収集，および高精細化された将来推計人口データを入手をした．汚水処理事業に関する情
報の入手については，管理する地方公共団体および組合の情報公開の方針によって公開の程度
が多様である．そのため，持続的な水環境管理シナリオを検討するために不可欠なデータ（例え
ば，下水処理場の処理区域）については，公開されている資料をもとに構築した． 
次に処理区域毎に将来的な持続可能性を検討するため，本研究で整備した下水処理事業に関

する情報に，建物単位に非集計化された将来推計人口を組合せることによって，下水道処理区域
毎に将来の処理区域内人口を算出し，その将来的な持続可能性を検討した． 
 
４．研究成果 
 まず将来の経営対策を検討するため，収集した
資料を基に全国の下水処理事業の経営指標を用
いて市町村単位毎に経営状態の類型化を行った
（図 1）．これにより以下のような類型（事業順
調・経営効率優良型，事業成熟・経営効率要改善
型，等）に区分され，同じ類型に分類された事業
については経営状態が類似するものと考えられ
るため相互に政策参照先を検討する際に活用さ
れるものと期待される． 

下水道処理区域毎に 2010 年，および 2040 年の
処理区域内人口を算出し，その将来的な持続可能
性を検討した（図 2）．その結果，対象とした 119
処理区のうち処理区域内人口が増加となったのは
9処理区に留まり，多くの処理区で人口が減少する
ことが示された．また 2010 年時点の処理区内人口
が 100 万人以上の場合，対象期間の人口減少が 10%
以内に留まるのに対して，人口規模がそれ以下と
なると一部人口が増加する処理区があるものの，
将来的な人口減少が最大で 20%となった．以上のこ
とは広域化することによって処理区人口を拡大す
ることで，将来的に人口規模をある程度保持でき
る可能性を示唆するものと考えらえる． 
また生活系汚水の発生源ともいえる住宅の分布

が，物理的に他の住宅から孤立している住宅を「遠
隔住宅」と定義し，そのインフラの持続可能性に関
する検証を行った．分析の結果，遠隔住宅は，中山



間地域や島嶼部，そして北海道の道東地方で散見され，その背景として地形や土地利用の特長が
表れているものと考えられた．実質的に「遠隔」であるかについては，対象地域における地域性
を加味する必要性が示唆された．一方で，実務者へのヒアリングにより，建物の密度は汚水処理
システムの選択に重要な要素であることの指摘を受け，住宅集積データの整備を進めるととも
に水環境管理シナリオの提案に向けた検討に着手した．ただし，産前産後休暇および育児休業の
取得に伴い，一定の成果および課題が得られる段階まで十分に検討できなかったため，若手研究
(19K20503)において更なる検討および課題の整理を実施する予定である． 
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